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戸田市立中央図書館ＰＦＳ導入可能性調査 【概要版】

第２次戸田市図書館ビジョンと図書館の課題

成果連動型民間委託方式※導入の目的・意義

事業スキーム概要

支払条件・方法

図書館の目指す姿 すべての市民の学びを支援し、情報拠点となる図書館

第２次戸田市図書館ビジョン

年代、性別、国籍の違いや障害の有無にかかわらず、すべての市民が自ら主体的に学ぶこ
とのできる環境づくり。質の高い資料を収集、整理、保存し、地域の情報拠点としての役
割を果たす。市民と協働して図書館運営に取り組み、地域コミュニティの活性化に寄与。

図書館の現状と課題

【現状1】利用意向がある一方、利用率は低下傾向
ex. 2010年43.9％→2021年37.1％

【現状2】サービスが十分利用されていない
ex.調べものや講座等への参加が少ない
県平均・近隣以下の1人当たり貸出冊数

【課題１】来訪・再訪促進
→来訪・再訪の切っ掛け作り・空間づくり

ex.魅力的な空間・サービスと有効な情報発信等

【課題2】「学び」につながるサービス充実
→図書館の情報・書籍を活用した調べ物・学習機会の
創出による「学び」の機能の向上
ex.講座・イベント企画、レファレンスの充実等

（冊／人・年）

参考 R４実績 R3実績

戸田市 3.93 3.99

埼玉県平均 4.84 4.92

さいたま市 6.52 6.88

朝霞市 5.30 4.95

新座市 4.17 4.29

和光市 4.16 4.35

蕨市 4.09 4.35

出所：埼玉県図書館協会統計資料・報告書
算出基礎となる人口は埼玉県総務部統計課
編『月刊統計資料』（各年4月１日現在の
「埼玉県の推計人口」）

☞「図書館の目指す姿」を実現するためには、図書館での「学び」の機会を得る利用
者の増加を目指し、より利用者のニーズに沿ったサービスの提供が求められる

ＰＦＳ導入の目的

行政課題の解決に対応した成果指標を設定し、成果指標値の改善状況に連動して委託費等
を支払うことにより、より高い成果の創出に向けたインセンティブを民間事業者に強く働
かせることが可能となる、新たな官民連携の手法

行政課題 事業目標 成果指標 事業活動

※以下、ＰＦＳとする。

・すべての市民の学
びを支援し情報拠点
となる図書館の実現

・来訪・再訪促進
・「学び」につながる
サービスの充実

・利用機会（｢学び｣に
つながる利用）の増加
・学びの習慣化

・指定管理者のノウ
ハウ・創意工夫による
提案

ＰＦＳ導入の意義

（内閣府『ＰＦＳ共通的ガイドライン』の概念図に基づき作成）

指定管理者の業務の一部にＰＦＳを導入することで、指定管理者による民間ノウハウの活
用、創意工夫により、図書館において「学び」の機会の提供に資するサービスの向上によ
り、事業目標である第２次戸田市図書館ビジョンが目指す「図書館の目指す姿」の実現に
つながる。

☞図書館における「学び」の機会増加は、生涯学習の促進を通じた自己実現や生
活 の充実感につながり、戸田市民の幸福度（well-being)の向上に貢献

「現指定管理業務」「追加業務」の
性能発注部分の業務と「任意提案業
務」におけるノウハウと自由なアイ
ディアによる創意工夫で、市民の行
動変容を促し、各アウトカムを達成
することで事業目標である「すべて
の市民の学びを支援し情報拠点とな
る図書館の実現を目指す。

長期アウトカム中期アウトカム初期アウトカムアウトプット業務内容

事業概要

任意
提案
業務

現指定管理業務

次期指定管理業務範囲

新規業務

性能発注部分（提案）

仕様発注部分

ロジック・モデル

指定管理期間（５年間）

･選書、ﾚﾌｧﾚﾝｽ
･講座・ｲﾍﾞﾝﾄ
･HP･SNS発信
･利便ｻｰﾋﾞｽ 等

･実施回数
･発信回数 等

･市民の利用機
会増加

･読書機会の増加
等

･読書習慣の定着
･学びの習慣化
等

･自己実現
･幸福度
（Well-Being)

指標 内容 測定方法・タイミング

指標① 図書館
利用機会の増加

図書館利用機会、書籍閲覧、情報検索など
「学び」につながるサービスの利用の増加

各年度で、貸出冊数が目標
値を上回るかを測定

指標② 学びの
習慣化

（図書館利用を契機として）読書習慣の定
着や、読書を通じた学びの習慣化

最終年度にアンケートによ
り測定

【指標①】 【指標②】

成果指標

固定
払い

成果連
動払い

基準値
(4.2以
上）

目標値

現状値
指定
管理
業務

指標達成
に向けた
＋＠の
創意工夫

【業務】 【対価】

支払条件

成果指標①：貸出冊数の目標値を各年度で設定。
達成状況に応じて支払表のとおりに支払う。

（円）
事業年 1年 2年 3年 4年 5年

上限額 1千万 1千万 2千万 2千万 2千万

目標値

4.2未満 0 0 0 0 0

4.2～4.4 5百万 5百万 5百万 5百万 5百万

4.4～ 1千万 1千万 1千万 1千万 1千万

4.4～4.6

4.6～4.8
15百
万

15百
万

15百
万

4.8～ 2千万 2千万 2千万

上限値
(４.８）

上限額の設定根拠

貸出冊数(現）3.9⇒（目標）県平均 4.8 ＝1.2倍
・事業期間をかけて段階的に目標費を目指す。
当初1、2年目は中間値である4.4（1.1倍）を目指
し、3年目以降から4.8を目指す。
・支払上限額（年間）は、目標達成による業務量
増に対する人件費増分とする。
１、２年目:人件費（R4 実績）×1.1＝１千万円
３年目以降: 同 ×1.2＝２千万円

成果指標②：アンケートによる前後比較。初年
度を基準年として最終年度の結果と比較。増加
が見込めたら、次期指定管理者選定時の評価点
について満点の10％相当の得点を付与する。

成果連動分支払表
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